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1.  平成23年12月期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 4,034 0.1 352 △17.1 283 △20.9 122 △16.1
22年12月期 4,029 31.0 425 493.3 358 750.4 146 ―
（注）包括利益 23年12月期 103百万円 （△17.4％） 22年12月期 125百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期 11.98 ― 7.1 5.8 8.7
22年12月期 14.28 ― 8.7 8.2 10.6
（参考） 持分法投資損益 23年12月期  ―百万円 22年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 5,242 1,820 33.4 171.28
22年12月期 4,541 1,768 37.7 167.47
（参考） 自己資本  23年12月期  1,751百万円 22年12月期  1,712百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期 127 △288 719 1,456
22年12月期 470 △14 △265 943

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年12月期 ― ― ― 5.00 5.00 51 35.0 3.0
23年12月期 ― ― ― 5.00 5.00 51 41.7 3.0
24年12月期(予想) ― ― ― 5.00 5.00 51.1

3.  平成24年12月期の連結業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,900 △10.0 130 △38.9 110 △40.5 50 △39.8 4.89
通期 3,900 △3.3 270 △23.4 220 △22.4 100 △18.4 9.78



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 1社 （社名） 常州日研磨料有限公司 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期 10,246,500 株 22年12月期 10,246,500 株
② 期末自己株式数 23年12月期 21,931 株 22年12月期 20,852 株
③ 期中平均株式数 23年12月期 10,224,804 株 22年12月期 10,225,789 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年12月期の個別業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 3,906 1.1 274 △15.1 221 △17.6 85 △0.1
22年12月期 3,865 30.4 323 ― 268 ― 85 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年12月期 8.36 ―
22年12月期 8.37 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 5,024 1,652 32.9 161.66
22年12月期 4,346 1,628 37.5 159.23
（参考） 自己資本 23年12月期  1,652百万円 22年12月期  1,628百万円

2.  平成24年12月期の個別業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に掲載されている業績予想等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績
は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の2ページの「１．経営成績（１）経
営成績に関する分析」をご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,800 △9.6 120 △14.2 100 △15.3 50 27.8 4.89
通期 3,800 △2.7 250 △9.1 200 △9.6 100 16.9 9.78



  

  

○添付資料の目次

１．経営成績 …………………………………………………………………………………………………………………  2

（１）経営成績に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  2

（２）財政状態に関する分析 ……………………………………………………………………………………………  2

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 ……………………………………………………………  3

（４）事業等のリスク ……………………………………………………………………………………………………  4

２．企業集団の状況 …………………………………………………………………………………………………………  5

３．経営方針 …………………………………………………………………………………………………………………  6

（１）会社の経営の基本方針 ……………………………………………………………………………………………  6

（２）中長期的な会社の経営戦略および会社の対処すべき課題 ……………………………………………………  6

４．連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………………  7

（１）連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………………  7

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 ………………………………………………………………………  9

（連結損益計算書） ………………………………………………………………………………………………  9

（連結包括利益計算書） …………………………………………………………………………………………  10

（３）連結株主資本等変動計算書 ………………………………………………………………………………………  11

（４）連結キャッシュ・フロー計算書 …………………………………………………………………………………  13

（５）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  14

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ……………………………………………………………  14

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 ……………………………………………………  18

（８）表示方法の変更 ……………………………………………………………………………………………………  18

（９）追加情報 ……………………………………………………………………………………………………………  18

（10）連結財務諸表に関する注記事項 …………………………………………………………………………………  19

（連結貸借対照表関係）……………………………………………………………………………………………  19

（連結損益計算書関係）……………………………………………………………………………………………  20

（連結包括利益計算書関係）………………………………………………………………………………………  20

（結株主資本等変動計算書関係）………………………………………………………………………………  21

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）…………………………………………………………………………  22

（セグメント情報等）………………………………………………………………………………………………  22

（１株当たり情報）…………………………………………………………………………………………………  24

（重要な後発事象）…………………………………………………………………………………………………  25

（開示の省略）………………………………………………………………………………………………………  25

５．個別財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………………  26

（１）貸借対照表 …………………………………………………………………………………………………………  26

（２）損益計算書 …………………………………………………………………………………………………………  29

（３）株主資本等変動計算書 ……………………………………………………………………………………………  30

（４）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  32

６．その他 ……………………………………………………………………………………………………………………  32

（１）役員の異動 …………………………………………………………………………………………………………  32

（２）その他役員の異動 …………………………………………………………………………………………………  32

（３）その他 ………………………………………………………………………………………………………………  32

日本研紙㈱（5398）　平成23年12月期　決算短信

-1-



(1）経営成績に関する分析 

(当期の経営成績の概況)  

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、新興国需要を背景に製造業を中心として緩やかに景気回復が進んできま

した。しかしながら、3月11日に発生した東日本大震災はその被災規模が非常に広範囲に及び、経済活動に大きな打

撃を与えることになりました。サプライチェーンの寸断や電力供給不足により生産に大きな支障を与えただけではな

く、個人消費も自粛ムードに傾き経済全般に大きな下押し圧力となりました。 

 当期後半にいたり、部品供給体制の回復とともに生産体制の復調も進み、消費性向も持ち直してまいりましたもの

の、欧州債務危機による海外経済下ぶれリスクや急激な円高、タイの洪水による生産停滞等により先行き不透明感が

増してまいりました。 

 このような状況のもと、当社グループの国内販売につきましても、一部ハイテク市場向けを除き、自動車関連業種

を中心に稼働率低下の影響を受け通期では前期比微減となりました。 

 海外販売につきましては、インドネシア等は好調を維持できました。一方、中国市場においては楽器市場等堅調部

門がありましたものの、電子部品市場関連は、上期非常に好調であった受注が市場競争の激化により下期には伸び悩

み、海外向け販売全体では前期比微増にとどまりました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は、国内部門は2,894百万円（前年同期比0.3％減）、輸出・海外部門は1,140

百万円（同1.3％増）合計では4,034百万円（同0.１％増）となりました。 

 年央以降の原材料上昇や円高影響等もあり営業利益は352百万円（前年同期比17.1％減）、経常利益は283百万円

（同20.9％減）となり、投資有価証券評価損や減損損失等30百万円を特別損失として計上しました結果、法人税率引

き下げにともなう繰延税金資産の取崩しもあり当期純利益は122百万円（同16.1％減）となりました。 

  

(次期の見通し) 

 今後の見通しにつきましては、国内経済については東日本大震災からの復興需要や、自動車業界の生産増加が期待

されますが、外需については、欧州債務危機の新興国への影響懸念や円高長期化等もあり、当社グループを取り巻く

経済環境は厳しい状況で推移するものと思われます。 

このような状況下、海外生産拠点として昨年中国に製造子会社を設立いたしました。この立ち上げに鋭意注力す

るとともに海外販売力の強化をはじめ、内外向け新製品開発能力強化をはかってまいります。 

 平成24年12月期通期の連結業績予想につきましては、売上高は3,900百万円、営業利益は270百万円、経常利益は

220百万円、当期純利益は100百万円を想定しております。 

    

(2）財政状態に関する分析 

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、3,932百万円（前連結会計年度末3,419百万円）となり、前連結会計

年度末と比べて513百万円の増加となりました。これは主に現金及び預金が512百万円増加したことによります。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、1,299百万円（前連結会計年度末1,121百万円）となり、前連結会計

年度末と比べて177百万円の増加となりました。これは主に中国に新設した子会社による固定資産の取得によるもの

であります。 

（繰延資産）  

 当連結会計年度末における繰延資産の残高は10百万円であります。これは、中国に設立した子会社にかかるもので

あります。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末における流動負債の残高は、2,110百万円（前連結会計年度末1,838百万円）となり、前連結会計

年度末と比べて272百万円の増加となりました。これは主に短期借入金が340百万円増加したことによります。 

１．経営成績
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（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は、1,311百万円（前連結会計年度末934百万円）となり、前連結会計年

度末と比べて376百万円の増加となりました。これは主に社債が545百万円した一方、長期借入金が175百万円減少し

たことによるものであります。 

（純資産） 

 当連結会計年度末における純資産の残高は、1,820百万円（前連結会計年度末1,768百万円）となりました。 

  

 ② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ、各活動により512百

万円増加し1,456百万円となりました。 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 営業活動の結果得られた資金は127百万円となりました（前年同期は470百万円の獲得）。これは主として税金等調

整前当期純利益253百万円から、たな卸資産の増加額77百万円や仕入債務の減少額60百万円を減じたものでありま

す。 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 投資活動の結果使用した資金は288百万円となりました（前年同期は14百万円の使用）。これは主として中国に設

立致しました子会社による固定資産の取得によるものであります。 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 財務活動の結果得られた資金は719百万円であります（前年同期は265百万円の使用）。これは主として中国に設立

いたしました子会社の設立資金として社債を発行したことによるものであります。 

      なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

(注)   自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算定しております。 

３．キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使用しております。有利子負債

は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連

結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は安定配当を基本方針としております。また、将来の事業展開や企業体質強化を勘案した場合、内部留保の充

実も重要な責務だと考えておりますので、当該決算期の経営成績に照らしながら、最終配当金額を決定することにし

ております。 

 配当の回数につきましては、当社は中間配当制度を設けておりませんので、年１回の期末配当を行うことを基本方

針としており、これについての決定機関は株主総会であります。 

 当期の期末配当につきましては、１株あたり５円の配当を予定しております。 

 なお、次期の期末配当につきましては、１株あたり５円とする予定であります。 

  平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期 

自己資本比率（％）  39.4  37.7  33.4

時価ベースの自己資本比率（％）  32.7  31.5  27.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率  9.5  3.1  17.6

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)  4.5  15.4  4.5
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(4）事業等のリスク 

当社グループの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります

が、下記の内容は、当社グループに係るすべてのリスクを網羅したものではありません。 

①海外事業展開について 

 当社グループは、アジアを中心に海外へ販売活動を行っており、連結売上高にしめる海外売上高は28.3％となって

おります。これらの国・地域において、あらかじめ予測することのできない急激な為替や景気の変動、法律や諸規制

の決定又は変更等の要因により販売活動に影響を及ぼす恐れがあります。このような事態が生じた場合には、当社グ

ループの経営成績又は財政状態に影響を与える可能性があります。 

②中国における子会社について 

 当社グループは、中国において平成16年２月に台湾資本と合弁で子会社・昆山正日研磨料有限公司を、平成23年４

月に子会社・常州日研磨料有限公司を設立いたしました。昆山正日研磨料有限公司は研磨布紙の加工販売子会社とし

て本格稼動しており、常州日研磨料有限公司につきましては、生産子会社として本格稼働に向け準備を進めておりま

す。両社は当社グループの海外展開の機軸としてグローバルな展開を進めており、全社を挙げてこれら中国子会社の

事業展開に向けて取り組んでおりますが、中国における法的規制や商慣習、風土等は日本と相当の相違があり、現地

の法的規制、商慣習等に起因する予測不能な事態が発生し、これら中国子会社の事業展開に影響が出た場合、当社グ

ループの経営成績又は財政状態に影響を与える可能性があります。 

③原材料の仕入価格変動による業績への影響について 

 当社グループの研磨材製造事業において原材料・燃料の仕入を行っておりますが、原油等資源価格の高騰に伴う原

材料・燃料の仕入価格が上昇し、市況の状況によってはそのコストアップ分を販売価格に転嫁できない場合がありま

す。そのような状況が発生した場合、当社グループの経営成績又は財政状態に影響を与える可能性があります。 

④金利の変動リスクについて 

 当社グループは事業資金の一部については金融機関からの借入により調達しており、有利子負債は自己資本に対し

て高い比率にあります。急激な金利上昇などの状況が発生した場合、支払利息の増加などにより当社グループの経営

成績又は財政状態に影響を与える可能性があります。   
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（注）※１ 当社が販売する製商品の仕入の一部は、連結子会社・日本研紙クリエイティブ㈱を経由しております。 

※２ 連結子会社・日本研紙クリエイティブ㈱が販売する製商品の仕入の一部は当社を経由しております。 

※３ 中国市場において、当社より仕入れた研磨布紙等の加工・販売を行っております。 

※４ 平成23年４月に中国における研磨布紙等の製造子会社として設立いたしました。  

  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、各種研磨材等の製造販売を通じ、各産業分野における物作りへの貢献を目指し、各種産業及び消

費者からの多岐にわたるニーズに的確に対応し、広く社会に貢献することを経営の基本方針としております。 

(2）中長期的な会社の経営戦略および会社の対処すべき課題 

 最近の市場環境は、金融危機が実態経済に波及した結果として急速な需要の減少が起きており、なかなか見通しが

立てづらい環境になっております。 

 このような、厳しい環境が当面続く状況下ではありますが、ハイテク分野においては新素材や高機能複合材が広く

求められており、これらに向けての研磨材・研磨技術に対する要求は、ますます高度化・多様化してきております。

 当社は、これらのユーザーニーズに対応できるように、新素材・新技術の動向を的確に把握し、時代の要請に対応

した研究開発を推進していかなければならないと考えております。そのために製販一体によるユーザー密着及びより

きめ細かな市場対応、新技術の製品化スピードアップ等をめざし、組織の再編、人材の重点配置等による成果の結実

を追求いたします。 

 また、世界の生産基地から内需主導型に転換をはかりつつある中国を中心とした東アジア及び東南アジア市場での

拡販も大きな命題であります。現地における競争激化に伴い、品質・価格面での要求水準は一段と厳しくなってきて

おります。 

 当社グループにおいては、中国において平成16年に設立いたしました研磨布紙等の加工・販売のための子会社「昆

山正日研磨料有限公司」の受注拡大を受け、これらに対処するとともに今後の市場拡大を睨み製造子会社「常州日研

磨料有限公司」を設立し、中国における生産体制確立を向けた準備を進めております。 

 今後ともグローバル化の進展に対応した体制づくりを進めてまいります。 

 当社グループといたしましては、上記課題に対し、全社を挙げて取り組み、世界にあまねく「日研ブランド」を確

立することにより経営の安定的な発展と業績の向上をはかってまいる所存であります。 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 943,954 1,456,829

受取手形及び売掛金 ※3  957,822 ※3  885,000

商品及び製品 146,661 187,825

仕掛品 801,477 793,259

原材料及び貯蔵品 505,155 549,807

繰延税金資産 38,146 23,403

その他 26,894 37,639

貸倒引当金 △843 △1,386

流動資産合計 3,419,269 3,932,378

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※2  172,782 ※2  163,082

機械装置及び運搬具（純額） ※2  98,649 ※2  84,264

土地 ※2  409,045 ※2  400,469

リース資産（純額） 3,929 2,650

建設仮勘定 2,724 126,693

その他（純額） 8,526 10,408

有形固定資産合計 ※1  695,658 ※1  787,570

無形固定資産 11,905 132,174

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  301,537 ※2  275,258

繰延税金資産 66,503 59,080

その他 49,385 46,459

貸倒引当金 △3,164 △778

投資その他の資産合計 414,262 380,019

固定資産合計 1,121,826 1,299,764

繰延資産   

開業費 － 10,817

繰延資産合計 － 10,817

資産合計 4,541,096 5,242,960
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  740,776 ※3  697,179

1年内償還予定の社債 40,000 130,000

短期借入金 ※2  753,991 ※2  1,094,605

リース債務 958 1,282

未払法人税等 145,723 4,655

賞与引当金 17,871 20,237

役員賞与引当金 － 12,000

その他 139,112 151,010

流動負債合計 1,838,435 2,110,971

固定負債   

社債 150,000 695,000

長期借入金 ※2  510,410 ※2  334,650

リース債務 2,971 1,367

役員退職慰労引当金 97,647 105,835

退職給付引当金 160,266 157,626

環境対策引当金 － 3,571

その他 12,900 13,048

固定負債合計 934,196 1,311,099

負債合計 2,772,631 3,422,070

純資産の部   

株主資本   

資本金 512,325 512,325

資本剰余金 56,182 56,182

利益剰余金 1,130,478 1,201,830

自己株式 △4,529 △4,687

株主資本合計 1,694,456 1,765,649

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 27,910 18,458

為替換算調整勘定 △9,851 △32,818

その他の包括利益累計額合計 18,059 △14,360

少数株主持分 55,948 69,601

純資産合計 1,768,464 1,820,889

負債純資産合計 4,541,096 5,242,960
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高 4,029,455 4,034,855

売上原価 ※3, ※4  2,700,278 ※4  2,791,930

売上総利益 1,329,176 1,242,924

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  903,834 ※1, ※2  890,455

営業利益 425,342 352,468

営業外収益   

受取利息 755 837

受取配当金 5,675 6,039

その他 962 2,372

営業外収益合計 7,393 9,249

営業外費用   

支払利息 30,777 27,879

手形売却損 118 －

固定資産除却損 797 211

為替差損 36,680 20,225

社債発行費 4,869 17,812

支払手数料 － 7,047

その他 1,054 4,929

営業外費用合計 74,297 78,107

経常利益 358,438 283,610

特別損失   

投資有価証券評価損 － 17,856

減損損失 ※5  72,782 ※5  8,576

環境対策引当金繰入額 － 3,571

特別損失合計 72,782 30,004

税金等調整前当期純利益 285,655 253,606

法人税、住民税及び事業税 167,621 84,849

法人税等調整額 △45,632 32,670

法人税等合計 121,988 117,520

少数株主損益調整前当期純利益 － 136,086

少数株主利益 17,604 13,606

当期純利益 146,062 122,480
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 136,086

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △9,452

為替換算調整勘定 － △22,921

その他の包括利益合計 － ※2  △32,374

包括利益 － ※1  103,712

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 90,060

少数株主に係る包括利益 － 13,652
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 512,325 512,325

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 512,325 512,325

資本剰余金   

前期末残高 56,182 56,182

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 56,182 56,182

利益剰余金   

前期末残高 1,035,545 1,130,478

当期変動額   

剰余金の配当 △51,129 △51,128

当期純利益 146,062 122,480

当期変動額合計 94,933 71,351

当期末残高 1,130,478 1,201,830

自己株式   

前期末残高 △4,500 △4,529

当期変動額   

自己株式の取得 △28 △158

当期変動額合計 △28 △158

当期末残高 △4,529 △4,687

株主資本合計   

前期末残高 1,599,551 1,694,456

当期変動額   

剰余金の配当 △51,129 △51,128

当期純利益 146,062 122,480

自己株式の取得 △28 △158

当期変動額合計 94,904 71,193

当期末残高 1,694,456 1,765,649
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 49,006 27,910

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △21,096 △9,452

当期変動額合計 △21,096 △9,452

当期末残高 27,910 18,458

為替換算調整勘定   

前期末残高 3,290 △9,851

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13,141 △22,967

当期変動額合計 △13,141 △22,967

当期末残高 △9,851 △32,818

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 52,297 18,059

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △34,237 △32,420

当期変動額合計 △34,237 △32,420

当期末残高 18,059 △14,360

少数株主持分   

前期末残高 42,159 55,948

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13,789 13,652

当期変動額合計 13,789 13,652

当期末残高 55,948 69,601

純資産合計   

前期末残高 1,694,008 1,768,464

当期変動額   

剰余金の配当 △51,129 △51,128

当期純利益 146,062 122,480

自己株式の取得 △28 △158

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △20,448 △18,767

当期変動額合計 74,456 52,425

当期末残高 1,768,464 1,820,889
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 285,655 253,606

減価償却費 51,003 49,769

減損損失 72,782 8,576

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,123 △1,842

退職給付引当金の増減額（△は減少） 72,952 △2,640

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11,272 8,187

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 12,000

受取利息及び受取配当金 △6,431 △6,876

支払手数料 － 7,047

支払利息 30,777 27,879

社債発行費 － 17,812

有形固定資産除却損 797 211

投資有価証券評価損益（△は益） － 17,856

売上債権の増減額（△は増加） △161,387 72,981

たな卸資産の増減額（△は増加） △114,017 △77,129

仕入債務の増減額（△は減少） 282,931 △60,082

未払消費税等の増減額（△は減少） △19,536 12,531

未払費用の増減額（△は減少） △3,068 △826

賞与引当金の増減額（△は減少） 17,871 2,365

未収入金の増減額（△は増加） 4,610 △1,101

その他 △7,687 35,231

小計 519,652 375,559

利息及び配当金の受取額 6,432 6,877

利息の支払額 △30,661 △28,098

法人税等の支払額 △24,493 △226,577

営業活動によるキャッシュ・フロー 470,930 127,760

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △12,078 △144,357

投資有価証券の取得による支出 △1,473 △11,534

無形固定資産の取得による支出 － △121,029

繰延資産の取得による支出 － △10,817

その他 △784 △784

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,336 △288,523

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） △100,000 380,000

長期借入れによる収入 100,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △398,221 △313,226

社債の発行による収入 195,131 682,187

社債の償還による支出 △10,000 △65,000

リース債務の返済による支出 △1,279 △1,279

自己株式の取得による支出 △28 △158

配当金の支払額 △51,129 △51,169

その他 － △12,100

財務活動によるキャッシュ・フロー △265,527 719,254

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13,296 △45,616

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 177,769 512,874

現金及び現金同等物の期首残高 766,184 943,954

現金及び現金同等物の期末残高 ※  943,954 ※  1,456,829
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 該当事項はありません。    

  

  

(５)継続企業の前提に関する注記

(６)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数       ２社 

連結子会社の名称 

日本研紙クリエイティブ㈱ 

昆山正日研磨料有限公司 

連結子会社の数       ３社 

連結子会社の名称 

日本研紙クリエイティブ㈱ 

昆山正日研磨料有限公司 

常州日研磨料有限公司  

 常州日研磨料有限公司は、当連結会

計年度において設立し、連結の範囲に

含めております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち日本研紙クリエイティ

ブ㈱の決算日は９月30日であります。連

結財務諸表の作成にあたっては、同日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

なお、昆山正日研磨料有限公司の決算日

は、連結決算日と一致しております。 

連結子会社のうち日本研紙クリエイティ

ブ㈱の決算日は９月30日であります。連

結財務諸表の作成にあたっては、同日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

その他の連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。  

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

  ② たな卸資産の評価基準及び評価方法

   主として先入先出法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法) 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

当社及び国内連結子会社については

定率法 

平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）及び在外

連結子会社については定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び 

構築物 
………６年～50年

機械装置 

及び運搬具 
………４年～10年

その他 ………３年～20年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

        同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

  ② 無形固定資産(リース資産を除く) 

在外連結子会社の土地使用権につい

ては当該国の会計処理基準に基づく

定額法 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 

同左 

  ③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。 

③ リース資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。なお、会計基

準変更時差異（ 千円）に

ついては第60期より10年による按

分額を費用処理しております。 

なお、過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）

による按分額を発生の連結会計年

度から定額法により処理しており

ます。また、数理計算上の差異に

ついては、各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による按

分額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理しております。 

1,048,889

② 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。 

  なお、過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）

による按分額を発生の連結会計年

度から定額法により処理しており

ます。また、数理計算上の差異に

ついては、各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による按

分額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度より費用処理しております。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

   （会計方針の変更） 

当連結会計年度から、「「退職給

付に係る会計基準」の一部改正(そ

の３)」(企業会計基準第19号 平

成20年７月31日)を適用しておりま

す。 これによる当連結会計年度の

損益に与える影響はありません。 

     ―――――― 

  ③ 役員賞与引当金 

―――――― 

③ 役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支払に備え

るため、支給見込額に基づき計上

しております。 

  ④ 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額のうち当連結会計

年度に帰属する額を計上しており

ます。 

（表示方法の変更） 

従来は、当社の未払従業員賞与は

流動負債「その他」として処理し

ておりましたが、計上額が確定要

件を満たさなくなったため、当連

結会計年度より「賞与引当金」と

して処理しております。 

なお、前連結会計年度末の「未払

費用」に含まれる未払従業員賞与

の金額は11,403千円であります。  

④ 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額のうち当連結会計

年度に帰属する額を計上しており

ます。 

     ―――――― 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

     同左 

  ⑥ 環境対策引当金 

   ―――――― 

⑥ 環境対策引当金 

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄

物の処分等にかかる支出に備えるた

め、今後発生すると見込まれる額を

計上しております。  

  (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は、損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の

資産および負債、収益および費用

は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定およ

び少数株主持分に含めて計上してお

ります。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

当社グループの行っている金利スワ

ップ取引は特例処理の要件を満たす

ものであり、特例処理によっており

ます。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

長期借入金の支払金利 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

将来の金利上昇によるリスク回避を

目的に行っており、投機的な取引は

行わない方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象

に関する条件が同一であり、かつ、

ヘッジ開始時およびその後も継続し

キャッシュ・フロー変動を完全に相

殺できるものと想定することができ

るため、ヘッジ有効性の判定は省略

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ―――――― (6）のれんの償却に関する事項 

のれんは発生しておりません。 

  ―――――― (7）連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲のれんの償却に関する事

項 

手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期的投資からなります。 

  (6）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

  消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

   ―――――― 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

同左 

 ② 繰延資産の処理方法 

開業費 

開業時に全額費用処理すること

としております。 

社債発行費 

支出時に全額費用処理すること

としております。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、

全面時価評価法によっております。 

―――――― 

６ のれんの償却に関する事

項 

のれんは発生しておりません。 ―――――― 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的投

資からなります。 

―――――― 

(７)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

――――――  （資産除去債務に関する会計基準）  

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）およ

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。これに伴う営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益に与える影響はありませ

ん。 

(８)表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示

しておりました未払従業員賞与を「賞与引当金」に変更

したことに伴い、当連結会計年度より「賞与引当金の増

減額」として区分掲記しております。 

――――――  

  

  

  

  

  
  

 ――――――  

  

―――――― 

  

  

  

  

 （連結損益計算書）  

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す

る内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）

の適用に伴い、当連結会計年度では、「少数株主損益

調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりました「社

債発行費」（前連結会計年度4,869千円）について

は、重要性が増したため、当連結会計年度においては

区分掲記しております。 

(９)追加情報

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

――――――  

  

（包括利益の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計

額」および「その他の包括利益累計額合計」の前連結

会計年度の金額は、「評価・換算差額等」および「評

価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 
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(10)連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

1,819,094 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

1,864,020

※２ 資産のうち担保に供されているものは、次のとおり

であります。 

担保に供している資産 

※２ 資産のうち担保に供されているものは、次のとおり

であります。 

担保に供している資産 

建物 千円77,172

機械装置  55,695

土地  79,010

投資有価証券  64,808

計  276,686

（うち工場財団 ） 183,504

建物 千円77,179

機械装置  42,250

土地  391,777

投資有価証券  64,647

計  575,856

（うち工場財団 ） 165,679

担保資産が供されている債務 担保資産が供されている債務 

短期借入金 千円540,000

長期借入金  467,500

計  1,007,500

短期借入金 千円715,000

長期借入金  312,500

計  1,027,500

※３ 金融機関の休日である連結会計年度末日が満期の受

取手形および支払手形は、満期日に入金または決済

があったものとして処理しております。 

その金額は、下記のとおりであります。 

※３ 金融機関の休日である連結会計年度末日が満期の受

取手形および支払手形は、満期日に入金または決済

があったものとして処理しております。 

その金額は、下記のとおりであります。 

受取手形 千円49,541

支払手形  45,319

受取手形 千円46,038

支払手形  46,777
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当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

   

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 ※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

減価償却費 千円8,375

役員報酬  86,164

給料手当  292,171

賞与  45,886

退職給付費用  71,818

法定福利費  55,711

賞与引当金繰入額  7,429

役員退職慰労引当金繰入額  11,272

運賃  53,702

減価償却費 千円7,877

役員報酬  96,755

給料手当  288,443

賞与  60,059

退職給付費用  29,138

法定福利費  60,988

賞与引当金繰入額  9,327

役員賞与引当金繰入額  12,000

役員退職慰労引当金繰入額  11,260

運賃  58,388

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 千円67,274 一般管理費に含まれる研究開発費 千円67,244

※３ 雇用調整助成金受入額 千円を控除して計上し

ております。 

6,611 ※３        ―――――― 

※４ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

売上原価 千円12,507

※４ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

売上原価 千円△1,432

※５ 減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。  

当社グループの資産は、事業用資産については管

理会計上の区分を基礎として、遊休資産は個別の

資産単位毎にグルーピングを行なっております。

上記の資産は、時価が著しく下落しているため帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計

上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額により算定し

ており、主として不動産鑑定評価基準により算定

しております。 

用途 場所 種類 
減損損失

（千円） 

新工場用地 広島県尾道市 土地 72,782 

※５ 減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。  

当社グループの資産は、事業用資産については管

理会計上の区分を基礎として、遊休資産は個別の

資産単位毎にグルーピングを行なっております。

上記の資産は、時価が著しく下落しているため帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計

上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額によっており、

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で

算定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを

含む。)であります。  

用途 場所 種類 
減損損失

（千円） 

新工場用地 広島県尾道市 土地  8,576

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 千円111,825

少数株主に係る包括利益 千円13,789

計 千円125,614

その他有価証券評価差額金 千円△21,096

為替換算調整勘定 千円△16,956

計 千円△38,052
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

（注） 自己株式数の増加は単元未満株式の買取請求による取得であります。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

２ 自己株式に関する事項 

（注） 自己株式数の増加は単元未満株式の買取請求による取得であります。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株）  10,246,500 ――― ―――  10,246,500

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株）  20,646 206   ―――  20,852

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  51,129  5 平成21年12月31日 平成22年３月31日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  51,128  5 平成22年12月31日 平成23年３月31日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株）  10,246,500 ――― ―――  10,246,500

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株）  20,852 1,079 ―――  21,931

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年３月30日 

定時株主総会 
普通株式  51,128  5 平成22年12月31日 平成23年３月31日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年３月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  51,122  5 平成23年12月31日 平成24年３月30日
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 事業の種類として「研磨材製商品の製造販売事業」及び「茶類及び医薬部外品等の販売事業」に区分してお

りますが、当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金

額の合計額に占める「研磨材製商品の製造販売事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別

セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はありません。  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 千円943,954

預入期間が３カ月を超える 

定期預金 
千円－

現金及び現金同等物 千円943,954

現金及び預金勘定 千円1,456,829

預入期間が３カ月を超える 

定期預金 
千円－

現金及び現金同等物 千円1,456,829

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 
（千円） 

中国 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                          

売上高                          

(1）外部顧客に対する売上高  3,360,387  669,067  4,029,455  ―  4,029,455

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 504,912  ―  504,912  △504,912  ―

計  3,865,300  669,067  4,534,368  △504,912  4,029,455

営業費用  3,540,633  585,750  4,126,383  △522,270  3,604,113

営業利益  324,667  83,317  407,984  17,357  425,342

Ⅱ 資産  4,346,156  562,642  4,908,798  △367,702  4,541,096
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前連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

アジア……東アジア及び東南アジア諸国 

その他……アメリカ（北米、南米）、欧州（ヨーロッパ諸国）等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の売上高であります。 

  

  

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

 当社グループは、研磨材製商品の製造販売を事業内容とする単一事業区分であるため、記載を省略してお

ります。  

  

当連結会計年度（自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 当社グループは、研磨材製商品の製造販売を事業内容とする単一事業区分であるため、記載を省略して

おります。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

                                      （単位：千円）  

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。    

  

(2）有形固定資産 

   

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。  

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

ｃ．海外売上高

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,108,818  16,960  1,125,778

Ⅱ 連結売上高（千円）            4,029,455

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 27.5  0.4  27.9

ｄ．セグメント情報

ｅ．関連情報

日本 アジア その他  合計 

  2,894,126   1,114,776   25,952   4,034,855

日本 中国 合計 

  570,550   217,019   787,570
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 （注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり当期純利益 

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 167.47 円 171.28

１株当たり当期純利益      円 14.28      円 11.98

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

  
前連結会計年度 

（平成22年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成23年12月31日） 

純資産の部の合計額（千円）  1,768,464  1,820,889

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）  55,948  69,601

（うち少数株主持分（千円）） （ ）55,948 （ ）69,601

普通株式に係る期末の純資産額（千円）  1,712,515  1,751,288

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数（株） 
 10,225,648  10,224,569

  
前連結会計年度 

（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日）

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日）

当期純利益（千円）  146,062  122,480

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  146,062  122,480

普通株式の期中平均株式数（株）  10,225,789  10,224,804
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 リース取引、関連当事者情報、税効果会計、有価証券、金融商品、デリバティブ取引、退職給付、賃貸等不動産、

資産除去債務に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省

略しております。  

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年12月31日） 

無担保社債の発行 

１・平成23年２月18日開催の当社取締役会の包括決議に

基づき、第７回無担保社債および第８回無担保社債

の発行を平成23年３月４日に決定し、下記のとおり

発行いたしました。 

（１）第７回無担保社債 

  ① 発行総額     １億円  

  ② 発行価格   額面100円につき金100円 

  ③ 発行年月日  平成23年３月25日 

  ④ 利率     年0.92％ 

   ⑤ 償還期限   平成28年３月25日 

   ⑥ 償還価額     額面100円につき金100円 

   ⑦ 償還の方法  平成23年９月25日を第１回償還日

とし、毎年３月・９月の各25日に

10百万円償還する。 

   ⑧ 担保         なし 

   ⑨ 資金の使途   新設予定子会社の設立資金 

  

（２）第８回無担保社債 

  ① 発行総額     １億円  

  ② 発行価格   額面100円につき金100円 

  ③ 発行年月日  平成23年３月25日 

  ④ 利率     年1.06％ 

   ⑤ 償還期限   平成28年３月25日 

   ⑥ 償還価額     額面100円につき金100円 

   ⑦ 償還の方法  期日一括償還 

   ⑧ 担保         なし 

   ⑨ 資金の使途   新設予定子会社の設立資金 

  

２・平成23年２月18日開催の当社取締役会の包括決議に

基づき、第９回無担保社債の発行を平成23年３月４

日に決定し、下記のとおり発行いたします。 

（１）第９回無担保社債 

  ① 発行総額     ３億円  

  ② 発行価格   額面100円につき金100円 

  ③ 発行年月日  平成23年３月31日 

  ④ 利率     年0.87％ 

   ⑤ 償還期限   平成28年３月31日 

   ⑥ 償還価額     額面100円につき金100円 

   ⑦ 償還の方法  第１回償還日（平成23年９月30

日）から毎年３月・９月の各末日

に15百万円償還し、償還期限に残

額を一括償還する。 

   ⑧ 担保         なし 

   ⑨ 資金の使途   新設予定子会社の設立資金 

――――――― 

（開示の省略）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 799,035 696,123

受取手形 469,571 475,582

売掛金 480,202 445,217

商品及び製品 96,311 92,650

仕掛品 700,806 672,598

原材料及び貯蔵品 455,175 480,371

前払費用 10,389 11,009

繰延税金資産 38,246 23,480

未収入金 19,309 26,345

未収消費税等 1,443 －

その他 38 1,126

貸倒引当金 △1,010 △1,491

流動資産合計 3,069,518 2,923,013

固定資産   

有形固定資産   

建物 657,885 664,884

減価償却累計額 △554,403 △564,294

建物（純額） 103,481 100,589

機械及び装置 1,155,772 1,164,620

減価償却累計額 △1,087,859 △1,108,206

機械及び装置（純額） 67,913 56,414

車両運搬具 15,599 15,599

減価償却累計額 △15,198 △15,387

車両運搬具（純額） 400 211

工具、器具及び備品 108,147 112,098

減価償却累計額 △100,407 △103,472

工具、器具及び備品（純額） 7,740 8,626

土地 409,045 400,469

リース資産 7,074 7,074

減価償却累計額 △3,144 △4,423

リース資産（純額） 3,929 2,650

建設仮勘定 2,724 1,589

有形固定資産合計 595,236 570,550

無形固定資産   

ソフトウエア 834 1,369

電話加入権 825 825

無形固定資産合計 1,659 2,194
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 300,075 274,371

関係会社株式 118,098 1,031,385

関係会社長期未収入金 154,566 124,183

破産更生債権等 3,164 778

長期前払費用 17,265 15,585

生命保険積立金 15,312 16,097

敷金 11,973 11,717

繰延税金資産 61,938 54,632

その他 851 851

貸倒引当金 △3,164 △778

投資その他の資産合計 680,080 1,528,823

固定資産合計 1,276,976 2,101,568

資産合計 4,346,495 5,024,581

負債の部   

流動負債   

支払手形 566,028 563,090

買掛金 173,805 126,571

短期借入金 400,000 780,000

1年内償還予定の社債 40,000 130,000

1年内返済予定の長期借入金 310,760 275,760

リース債務 958 1,282

未払金 68,976 73,776

未払費用 31,092 33,913

未払法人税等 138,892 3,606

未払消費税等 － 11,098

預り金 8,862 13,163

賞与引当金 17,871 20,237

役員賞与引当金 － 12,000

その他 26,785 16,114

流動負債合計 1,784,033 2,060,615

固定負債   

社債 150,000 695,000

長期借入金 510,410 334,650

リース債務 2,971 1,367

役員退職慰労引当金 97,647 105,835

退職給付引当金 160,266 157,626

環境対策引当金 － 3,571

その他 12,900 13,048
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年12月31日) 

当事業年度 
(平成23年12月31日) 

固定負債合計 934,196 1,311,099

負債合計 2,718,230 3,371,714

純資産の部   

株主資本   

資本金 512,325 512,325

資本剰余金   

資本準備金 56,182 56,182

資本剰余金合計 56,182 56,182

利益剰余金   

利益準備金 126,800 126,800

その他利益剰余金   

別途積立金 545,000 545,000

繰越利益剰余金 364,387 398,772

利益剰余金合計 1,036,187 1,070,572

自己株式 △4,529 △4,687

株主資本合計 1,600,164 1,634,391

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 28,100 18,475

評価・換算差額等合計 28,100 18,475

純資産合計 1,628,265 1,652,866

負債純資産合計 4,346,495 5,024,581

日本研紙㈱（5398）　平成23年12月期　決算短信

-28-



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

売上高   

商品売上高 437,297 352,685

製品売上高 3,427,706 3,553,790

売上高合計 3,865,003 3,906,475

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 7,966 4,890

当期商品仕入高 352,752 287,645

合計 360,718 292,535

商品期末たな卸高 4,890 6,029

商品売上原価 355,828 286,506

製品売上原価   

製品期首たな卸高 129,338 91,421

当期製品製造原価 2,303,997 2,498,725

合計 2,433,336 2,590,147

製品期末たな卸高 91,421 86,620

製品売上原価 2,341,915 2,503,526

売上原価合計 2,697,743 2,790,032

売上総利益 1,167,259 1,116,442

販売費及び一般管理費 843,318 841,555

営業利益 323,941 274,887

営業外収益   

受取利息 204 174

受取配当金 5,652 6,039

受取ロイヤリティー 17,648 20,048

雑収入 961 1,662

営業外収益合計 24,468 27,924

営業外費用   

支払利息 29,388 21,952

社債利息 375 5,024

手形売却損 118 －

固定資産除却損 612 211

為替差損 44,255 25,165

社債発行費 4,869 17,812

支払手数料 － 7,047

雑損失 539 4,440

営業外費用合計 80,158 81,655

経常利益 268,251 221,156

特別損失   

投資有価証券評価損 － 16,991

減損損失 72,782 8,576

環境対策引当金繰入額 － 3,571

特別損失合計 72,782 29,138

税引前当期純利益 195,469 192,017

法人税、住民税及び事業税 155,098 73,809

法人税等調整額 △45,205 32,694

法人税等合計 109,893 106,503

当期純利益 85,575 85,513
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 512,325 512,325

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 512,325 512,325

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 56,182 56,182

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 56,182 56,182

資本剰余金合計   

前期末残高 56,182 56,182

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 56,182 56,182

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 126,800 126,800

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 126,800 126,800

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 545,000 545,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 545,000 545,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 329,940 364,387

当期変動額   

剰余金の配当 △51,129 △51,128

当期純利益 85,575 85,513

当期変動額合計 34,446 34,385

当期末残高 364,387 398,772

自己株式   

前期末残高 △4,500 △4,529

当期変動額   

自己株式の取得 △28 △158

当期変動額合計 △28 △158

当期末残高 △4,529 △4,687
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 1,565,747 1,600,164

当期変動額   

剰余金の配当 △51,129 △51,128

当期純利益 85,575 85,513

自己株式の取得 △28 △158

当期変動額合計 34,417 34,226

当期末残高 1,600,164 1,634,391

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 48,744 28,100

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △20,643 △9,625

当期変動額合計 △20,643 △9,625

当期末残高 28,100 18,475

評価・換算差額等合計   

前期末残高 48,744 28,100

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △20,643 △9,625

当期変動額合計 △20,643 △9,625

当期末残高 28,100 18,475

純資産合計   

前期末残高 1,614,491 1,628,265

当期変動額   

剰余金の配当 △51,129 △51,128

当期純利益 85,575 85,513

自己株式の取得 △28 △158

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △20,643 △9,625

当期変動額合計 13,774 24,601

当期末残高 1,628,265 1,652,866
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 該当事項はありません。  

   

 （１）役員の異動 

    代表者の異動（平成24年４月１日付予定）  

   

（２）その他役員の異動  

① 取締役の異動（平成24年４月１日付予定）  

  

② 新任監査役候補（平成24年３月29日付予定）  

（注）中安正氏の選任が承認された場合、大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。 

  

③ 退任予定監査役（平成24年３月29日付予定）  

  

（３）その他 

① 執行役員の異動（平成24年４月１日付予定） 

  

② 新任執行役員（平成24年４月１日付予定） 

 

                                            以  上 

  

(４)継続企業の前提に関する注記

６．その他

新役名および役職 旧役名および役職 氏 名 

代表取締役専務執行役員 代表取締役専務執行役員経営企画室長     宇田 憲二 

新役名および役職 旧役名および役職 氏 名 

取締役執行役員経営企画室長 取締役執行役員福山工場長      細川 恵永 

新役名および役職 旧役名および役職 氏 名 

社外監査役（非常勤） （弁護士）      中安  正 

新役名および役職 旧役名および役職 氏 名 

社外監査役（非常勤） ―      髙橋  進 

新役名および役職 旧役名および役職 氏 名 

執行役員中国推進室長 

（技術アドバイザー）  

執行役員福山工場副工場長兼中国推進室

長（技術アドバイザー）  
     山名 弘之 

新役名および役職 旧役名および役職 氏 名 

執行役員福山工場長 営業本部統轄営業部長      久保  妥 

執行役員福山工場生産部長 福山工場生産部長      田中 雅樹 
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